意　      　　　　　見
平成20年度の水道事業会計は、38億３千万円の単年度黒字であり、工業用水道事業会計は、10億８千万円の単年度黒字であった。この結果、水道事業会計は８年連続、工業用水道事業会計は13年連続の黒字となった。

　なお、平成20年度の決算では、水道事業会計において前年度と比べ、年間給水量が減少し、給水収益が減少したことから、事業収益が約10億６千万円減少し、事業費用も支払利息の減少などにより、約１億８千万円減少した。

また、工業用水道事業会計では前年度に比べ、年間有収水量が減少し、給水収益が減少したことから、事業収益は約７千万円減少し、事業費用については、支払利息が減少したことなどにより約４億円減少した。

今後の事業推進にあたっては健全経営を維持するため、事業を一層効率的に執行するとともに、危機管理への配慮や水道事業の広域化の一環としての府市統合協議についても検証しながら安定した給水を持続していくことが必要である。
このような状況を踏まえ、より一層の経営の効率化と安定化が図られるよう、次の点に取り組まれたい。

1．ダム使用権等について

丹生、大戸川ダムについては、将来の水需要予測の見直しを踏まえ、平成17年8月に利水撤退が公表された。両ダムからの利水撤退に伴う費用負担が必要となる可能性があるが、これまでに約75億円を負担していることも勘案し、撤退負担金については、府の負担額を最小限にするよう、関係機関との協議、調整に努められたい。
　紀の川大堰、安威川ダムのダム使用権等（安威川ダムについては有形固定資産の建設仮勘定）628億円については、今後何らかの形で償却する必要があり、また当該資産の財源となっている起債の償還負担については、今後の事業経営にあたって留意されたい。
2．水道事業の府市統合協議について
府と大阪市の水道事業統合協議については、府営水道が府民全体の財産であることに鑑み、府内市町村等の意見を踏まえ、府民の意見が水道事業に反映されるとともに、将来にわたり安全で安定した水道水を供給できるよう慎重に対応されたい。

　また、協議にあたっては府の一般会計に与える影響についても十分に検討されたい。
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